
防災基本計画について

資料４－１

東北地方太平洋沖地震を教訓とした
地震・津波対策に関する専門調査会

第１回会合

１．防災対策の体系 （p1）

２．防災基本計画（抜粋） （p2～4）



風水害対策 火山災害対策 雪害対策

海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策

原子力災害対策 危険物等災害対策 大規模火事災害対策 林野火災対策

（１）自然災害

（２）事故災害

１．趣旨 ・防災基本計画は、災害対策基本法第３４条に基づき、中央防災会議が作成する我が国の
防災に関する基本的な計画

・この計画に基づき指定行政機関及び指定公共機関は防災業務計画を、地方公共団体は
地域防災計画を作成

２．構成

災害予防

災害応急対策

災害復旧・復興

津波対策

災害予防

災害応急対策

・海岸堤防、避難場所、避難路等の整備
・津波警報等の伝達のための体制、設備の充実
・ハザードマップの整備、津波防災訓練の実施等

・津波警報等の住民への周知、避難誘導の実施等

震災対策

Ⅰ．我が国の地震防災に関する法律体系

Ⅱ．防災基本計画

＜観測体制＞ ＜特別な応急対策＞ ＜防災施設整備＞

○災害対策基本法（S36）~防災組織、防災計画、災害予防、災害応急対策・災害復旧等～

○地震防災対策
特別措置法
（H7）

災害全般への

対策の基本

直前の予知の

可能性がある

大規模地震対策

＜東海地震＞

東南海・南海地震

対策

日本海溝・千島

海溝周辺海溝型

地震対策

全国における

地震対策

○地震財特法（S55）

予知体制が確立した場合は移行

○東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（H14）
○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（H16）

観測・測量施設等の
整備努力

○大規模地震対策特別措置法（S53）

地震予知に資する

ための観測・測量
体制の強化

警戒宣言後の住民避難や
各機関の応急対策活動・
防災施設の整備をあらか
じめ計画

直前予知を前提とした
警戒避難体制

・避難地等１７施設等の

整備を促進
・消防施設・社会福祉施設
・公立小中学校等事業に
ついては国庫補助率の
嵩上げ

防災施設の整備、津波からの
円滑な避難等をあらかじめ計画

財政上及び金融上の

配慮

・避難地等２９
施設等の整
備を促進

・９施設等の事

業については
国庫補助率
の嵩上げ

消防施設
社会福祉施設

公立小中学校
等

防災対策の体系
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防災基本計画（平成20年2月中央防災会議決定）
抜粋
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